Human Rights Lesson Plan for Upper Secondary Level

国際労働法カード
                            作成　肥下彰男（条約は条文を要約している）
	1 工業的事業場および商業的事業場における労働監督の制度は、労働監督官が労働条件と作業中の労働者の保護に関する法規の実施を確保すべき事業場に適用される。

	1947年の労働監督条約（第81号）

正 式 名 ： 工業及び商業における労働監督に関する条約
ILO Convention No.81
Convention concerning Labour Inspection in Industry and Commerce

	2 労働者及び使用者は、事前の許可を受けないで、自ら選択する団体を設立し、加入することができる。


	1948年の結社の自由及び団結権保護条約（第87号）正 式 名 ： 結社の自由及び団結権の保護に関する条約

ILO Convention No.87

Convention concerning Freedom of Association and Protection of the Right to Organize

	3 金銭で支払う賃金は法貨でなければならず、関係労働者に直接・定期的に支払われなければならない。そして使用者が労働の賃金に対する処分権を制限してはならない。
	1949年の賃金保護条約（第95号）

正 式 名 ： 賃金の保護に関する条約

ILO Convention No.95

Convention concerning the Protection of Wages 

	4 移民労働者の労働条件・宿泊設備・社会保障・その他に関して内外人均等待遇を行なわなければならない。

	1949年の移民労働者条約（改正）（第97号）

正 式 名 ： 移民労働者に関する条約（1949年改正）
ILO Convention No.97
Convention concerning Migration for Employment

	5 労働者は、労働組合に加入しない、または労働組合から脱退することを雇用条件としたり、組合員であるという理由や組合活動に参加したという理由などで解雇されたり、その他の不利益な取り扱いをされない。

	1949年の団結権及び団体交渉権条約（第98号）

正 式 名 ： 団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約
ILO Convention No.98

Convention concerning the Application of the Principles of the Right to Organise and to Bargain Collectively

	6 同一の価値の労働に対しては性別による区別を行うことなく同等の報酬を与えなければならない。

	1951年の同一報酬条約（第100号）

正 式 名 ： 同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約
ILO Convention No.100
Convention concerning Equal Remuneration for Men and Women Workers for Work of Equal Value

	7 すべての種類の強制労働（既存の制度に思想的に反対することへの制裁・経済的発展の目的のための労働力を動員・労働規律の手段・ストライキに参加したことに対する制裁・人種的または宗教的差別待遇の手段）を廃止し、これを利用してはならない。
	1957年の強制労働廃止条約（第105号）

正 式 名 ： 強制労働の廃止に関する条約
ILO Convention No.105

Convention concerning the Abolition of Forced Labour

	⑧雇用と職業の面で、どのような差別待遇（人種、皮膚の色、性、宗教、政治的見解、国民的出身、社会的出身などに基づいて行われるすべての差別）も行われてはならない。

	1958年の差別待遇（雇用及び職業）条約（第111号）

正 式 名 ： 雇用及び職業についての差別待遇に関する条約
ILO Convention No.111

Convention concerning Discrimination in Respect of Employment and Occupation

	⑨放射性物質を取り扱う一切の労働者は被曝放射線の最高量を定めるなど、放射線から保護されなければならない。そして、16歳未満の者は、放射性物質を取り扱ういかなる作業にも雇用されてはならない。


	1960年の放射線からの保護に関する条約（第115号）

正 式 名 ： 電離放射線からの労働者の保護に関する条約
ILO Convention No.115

Convention concerning the Protection of Workers against Ionising Radiations

	⑩１週の労働時間は労働者の生活水準の低下を伴わずに、漸進的に40時間に短縮しなければならない。

	1962年の労働時間短縮勧告（第116号）

正 式 名 ： 労働時間の短縮に関する勧告
ILO Convention No.116

Convention concerning the Partial Revision of the Conventions Adopted by the General Conference of the International Labour Organisation at its First Thirty-two Sessions for the Purpose of Standardising the Provisions regarding the Preparation of Reports by the Governing Body of the International Labour Office on the Working of Conventions

	⑪雇用条件に照らして対象とすることが適当な賃金労働者のすべての集団に適用される最低賃金を決定しなければならない。

	1970年の最低賃金決定条約（第131号）

正 式 名 ： 開発途上にある国を特に考慮した最低賃金の決定に関する条約
ILO Convention No.131

Convention concerning Minimum Wage Fixing, with Special Reference to Developing Countries

	⑫児童労働の廃止を目的に、就業の最低年齢を義務教育終了年齢と定め、いかなる場合も15歳(開発途上国の場合は、さしあたり14歳）を下回ってはならない。

	1973年の最低年齢条約（第138号）

正 式 名 ： 就業が認められるための最低年齢に関する条約
ILO Convention No.138

Convention concerning Minimum Age for Admission to Employment

	⑬子どもや近親者の面倒を見るために職業生活に支障をきたすような男女の労働者に対して、各種の保護や便宜を提供し、家族的責任と職業的責任とが両立できるようにしなければならない。

	1981年の家族的責任を有する労働者条約（第156号）

正 式 名 ： 家族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇の均等に関する条約
ILO Convention No.156

Convention concerning Equal Opportunities and Equal Treatment for Men and Women Workers: Workers with Family Responsibilities

	⑭使用者は、労働者の能力や行為に関する妥当な理由、企業運営上の妥当な理由がなければ、労働者を解雇することができない。

	1982年の雇用終了条約（第158号）

正 式 名 ： 使用者の発意による雇用の終了に関する条約
ILO Convention No.158

Convention concerning Termination of Employment at the Initiative of the Employer

	⑮団結権、団体交渉権、労働者代表として行動する権利、労働安全衛生、雇用及び職業における差別といった基本的権利に関しては、パートタイム労働者に比較可能なフルタイム労働者と同一の保護を、基本給、職業活動に基づく法定社会保障制度、母性保護、雇用の終了、年次有給休暇と有給公休日、疾病休暇に関しては、同等の条件を与えなければならない。さらにフルタイム・パートタイム間の自発的な相互転換できるような措置をとること。
	1994年のパートタイム労働条約（第175号）

正 式 名 ： パートタイム労働に関する条約
ILO Convention No.175

Convention concerning Part-Time Work


	⑯民間職業仲介事業所（民営の職業紹介・労働者派遣事業）においても、労働者の団結権・団体交渉権の確保、機会均等・均等待遇、労働者の個人データの保護、労働者からの費用徴収の禁止、移民労働者の保護、児童労働の使用禁止、労働者の苦情等の調査などのための機構・手続きの確保をしなければならない。
	1997年の民間職業仲介事業所条約（第181号）

正 式 名 ： 民間職業仲介事業所に関する条約
ILO Convention No.181

Convention concerning Private Employment Agencies


	⑰18歳未満の児童による最悪の形態の児童労働（児童の人身売買、武力紛争への強制的徴集を含む強制労働、債務奴隷・売春、ポルノ製造、わいせつな演技薬物の生産・取引など、不正な活動）は禁止及び撤廃する。

	1999年の最悪の形態の児童労働条約（第182号）
正 式 名 ： 最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行動に関する条約
ILO Convention No.182

Convention concerning the Prohibition and Immediate Action for the Elimination of the Worst Forms of Child Labour (No.182, 1999)

	⑱母性休暇（出産休暇）は最低14週間とする。妊娠・哺育中の女性を、健康を損なう危険のある業務に就かせてはいけない。休業中の女性は現金及び医療給付を受けるものとするが、現金給付の水準は、原則として、従前所得または給付計算のために考慮される所得の３分の２を下回ってはならない。
	2000年の母性保護条約（第183号）
正 式 名 ： 1952年の母性保護条約（改正）に関する改正条約

ILO Convention No.183

Convention concerning the revision of the Maternity Protection Convention, 1952 (Revised)

	⑲家事労働者は他の労働者と同じ基本的な労働者の権利を有するべきとして、安全で健康的な作業環境の権利、一般の労働者と等しい労働時間、最低でも連続24時間の週休、現物払いの制限、雇用条件に関する情報の明示、結社の自由や団体交渉権といった就労に係わる基本的な権利及び原則の尊重・促進・実現されなければならない。
	2011年の家事労働者条約（第189号）

正 式 名（仮訳）： 家事労働者のためのディーセント・ワークに関する条約
ILO Convention No.189

Convention concerning decent work for domestic workers


	⑳ＨＩＶ及びエイズに対する対応は、労働者、その家族、その被扶養者を含むすべての人の人権、基本的自由、男女平等の実現に寄与するものとして認識されるべきこと、労働者はＨＩＶ検査を受けたり、自らのＨＩＶに係わる状態を開示するよう求められるべきでない。
	2010年のＨＩＶ及びエイズ勧告（第200号）

正 式 名： ＨＩＶ及びエイズ並びに労働の世界に関する勧告
ILO recommendation No.200

Recommendation concerning HIV and AIDS and the World of Work


Reference:  

＊ＩＬＯ駐日事務所「国際労働基準―ＩＬＯ条約・勧告　条約一覧」

基本的に条約を選んだが、⑩⑳のみ勧告を選んだ。カードの表面の文章は、同ＨＰの「概要」より筆者が多少表現を変更して作成した。
ILO Japan office  International labor standards; ILO conventions and recommnendations

　http://www.ilo.org/public/japanese/region/asro/tokyo/standards/list.htm (retrieved on DATE)

　Some articles of the conventions are joined and summarized by the author.
